
  
第９期介護保険事業計画 

取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート）総括表 

【評価目標一覧】 
 

市町村名 庄内町 所属名 保健福祉課 

担当者名 高橋亜里 連絡先（Tel） 0234-42-0151 

 
 タイトル 

（フェイスシートのタイトルと一致） 
自己評価結果 

（◎、○、△、×） 
その他 

（県に支援してほしいこと等）  

目標１ 

１節 地域包括ケアシステムの深

化・推進（包括ケアシステムの構

築・基本理念の周知） 

◎ 

 

目標２ 

１節 地域包括ケアシステムの深

化・推進（地域包括支援センターの

機能強化） 

◎ 
 

目標３ 
１．地域包括ケアシステムの深化・

推進（生活支援体制整備事業） 
◎  

目標４ 
１．地域包括ケアシステムの深化・

推進（在宅医療・介護連携の推進） ◎  

目標５ ２節 生きがい施策の推進 ◎ 
 

目標６ ３節 一般介護予防施策の推進 ◎ 
 

目標７ 

４節 適切なサービス利用による

自立支援・重度化防止（介護予防・

日常生活支援総合事業） 

◎ 

 

目標８ 

４節 適切なサービス利用による

自立支援・重度化防止（介護給付の

適正化） 

◎ 
 

目標９ ５節 認知症総合支援施策の推進 ◎ 
 

目標 10 
６節 高齢者の安全安心な暮らし

の支援（権利擁護事業） 
◎  

目標 11 
６節 高齢者の安全安心な暮らし

の支援（市町村特別給付事業） 
◎ 

 

目標 12 

６節 高齢者の安全安心な暮らし

の支援（災害や感染症に対する備え

の検討） 

◎ 

 

※設定した評価目標の数に応じて欄は適宜修正してください。 

別紙様式１－１ 



 
 

・ 「自己評価結果」欄は、目標に対する実施内容の達成状況について、「◎達成できた（数値

目標があるものについては 80％以上達成）、○概ね達成できた（同 60～79％）、△達成はや

や不十分（同 30～59％）、×達成できなかった（同 29％以下）」により記載してください。 

・別紙様式１－２、１－３の作成にあたっては、「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手

引き」（平成 30 年 7 月 30 日厚生労働省老健局介護保険計画課）38 頁～を参照してください。 





 
取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル 地域包括ケアシステムの深化・推進 
（１ 地域包括ケアシステムの構築及び基本理念の周知） 

 
現状と課題 
域包括ケアシステムの構築については、「住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供」 

するため、介護保険事業計画の取組と目標に対する自己評価、介護予防・日常生活支援総合事業

評価を実施し、評価と点検を行う等総合的に取り組んできた。 

町職員や生活支援コーディネーターがまちづくりセンターを運営する地域運営組織と関わり、 

地域包括ケアシステム構築に向けた土台作りのための情報提供・共有に努め、実情に応じた取組

を行った。今後は、地域運営組織が実施している取組が、地域の目指す姿（目標）を実現するため

にそれぞれ連動しつつ十分に機能しているかの確認が重要となる。 

介護保険法の基本理念が置き去りにされている状況にあるため、持続可能な介護保険制度を目 

指し、住民、医療介護等の関係職種、行政など介護保険に携わるすべての人が、「要介護状態の軽

減又は重度化の防止」と「自立、健康の保持・増進」のためにサービスが利用されることを理解す

る必要がある。 

第９期における具体的な取組 
(1)地域包括ケアシステムの構築 

(2)基本理念の周知 

目標（事業内容、指標等） 
(1)地域包括ケアシステムの構築に向けて 

①地域包括ケアシステムの構築の達成状況を、国等が提供する点検ツールを活用する。 

②地域運営組織が目指す姿の実現のための支援に努める。 

(2)基本理念の周知 

①住民に対し、ホームページや広報を活用し周知を図る。 

②関係機関・関係職種へは、運営指導や集団指導等の機会を活用し周知徹底に努める。 

③町内医療機関及び薬局に「庄内町高齢者保健福祉サービス」パンフレットを配布・設置する。 

目標の評価方法 
 時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

 評価の方法 

・国等が提供する点検ツールの活用による評価 

・地域運営組織が目指す姿の実現のための取組に対しての支援内容の検証 

・ホームページ・広報の活用状況 

・地域運営組織から満足度等聞き取り評価検証を行う。 

・関係機関・関係職への周知回数 

  

別紙様式１－２ 



 
取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 令和６年度 

 

前期（中間見直し） 

実施内容 

・保健医療福祉推進委員会にて第 8期介護保険事業計画の進捗状況、地域包括ケア「見え

る化」システムを活用し抽出した「町の介護保険事業に係る現状分析」及びサービス見込

量の進捗管理のための作業シートを提出し達成状況について自己評価を報告した。 

・「庄内町高齢者保健福祉サービス」パンフレットを町内医療機関及び薬局に配布設置及

び町 HP に掲載した。 

・自立支援型地域ケア会議の開催の際、介護保険法の理念について周知し、参加者の理解

を促している。また、事例検討終了後に関係者で振り返りを実施し、自立支援・重度化

防止について指導するとともに事例者の今後の方向性と地域課題について話し合いを

している。 

・更新申請通知に給付実績がない方には、更新手続きの検討を促す付箋をつけている。ま

た、要支援で通所、訪問介護のみを利用している方に、事業対象者へ誘導するチラシを

同封している。 

・65 歳到達者へ被保険者証送付時に、口腔・栄養に関するチラシを同封し、介護予防に向

けた意識づけを図る取り組みを継続している。 

・9/12 午前は町が主催し町民を対象に「介護保険の上手な使い方を学ぶ」講演会を開催し

た。午後は地域包括支援センターが主催し介護支援専門員等を対象とし「令和 6年度介

護報酬改定スタート～ケアマネとして絶対知っておくこと！～」と題し研修会を開始し

た。  参加者：午前 46 人、午後 36 人 

・地域運営組織（余目第四学区）が発信する広報誌へ介護予防に関する記事掲載（1回） 

・町広報「包括ケアシステムコーナー」に記事掲載（3回） 

※生活支援コーディネーターが地域運営組織に対し支援を行っている。内容については、

「生活支援体制整備事業」に記載 

自己評価結果 

・保健医療福祉推進委員会委員から庄内町の介護費用額が県内でも高いことの要因につ

いて説明を求められ、本町は地理的・環境的に介護サービスが受けやすいことが要因とな

っていることを説明し理解を得た。 

・介護支援専門員やサービス提供事業所へ向けて自立支援、重度化防止という基本理念を

周知しているが、サービス内容の改善には至っていない。受給者ではない第 1号被保険者

へ向けて、元気なうちから身体の健康状態を維持することの重要性（介護状態になると発

生する経済的・本人と家族介護の精神的負担）を周知していく必要がある。 

課題と対応策 

別紙様式１－３ 



・介護保険の理念に基づいたサービスを提供しようと努めているが、自立支援の観点に立

って介護支援専門員及びサービス事業所職員の連携が出来ていない。自立支援、重度化防

止という同じ目標に向かって関係者が一丸となって支援が出来るように研修会を開催し、

支援していく。 

・住民に対する介護保険制度の基本理念の啓発は「高齢者の保険事業と介護予防の一体的

事業実施事業」での周知を企画する。 

 

後期（実績評価） 

実施内容 

・和合の里を創る会（地域運営組織）が運営する有償ボランティア団体のスタッフを対象

とした会が主催する研修会にて「庄内町の考える包括ケアシステム」を提起した後「地域

にあったらいいもの」についてグループワークを行った。 

・町集団指導や自立支援型地域ケア会議の開催の際、介護保険法の理念及び自立支援・重

度化防止の取組の重要性について周知し、参加者の理解を促している。 

・自立支援型地域ケア会議の開催の際、介護保険法の理念について周知し、参加者の理解

を促している。また、事例検討終了後に関係者で振り返りを実施し、自立支援・重度化

防止について指導するとともに事例者の今後の方向性と地域課題について話し合いを

している。 

・地域ケア会議推進事業研修会 1回開催（介護支援専門員、サービス事業所向け） 

・更新申請通知に給付実績がない方には、更新手続きの検討を促す付箋をつけている。ま

た要支援で通所・訪問介護のみを利用している方に、事業対象者へ誘導するチラシを同

封している。 

・65 歳到達者へ被保険者証送付時に、口腔・栄養に関するチラシを同封し、介護予防に向

けて意識づけを図る取り組みを継続している。 

・地域運営組織（余目第四学区）が発信する広報誌へ介護予防に関する記事掲載（1回） 

・町広報「包括ケアシステムコーナー」に記事掲載（3回） 

・地域運営組織（余目第三学区）が発信する広報誌へ、健康に関する情報提供の要請に対

し情報を提供した。（年間 3回） 

※生活支援コーディネーターが地域運営組織に対し支援を行っている。内容については、

「生活支援体制整備事業」に記載 

自己評価結果 

・現に有償ボランティアスタッフとして活動されている方に対し活動の意義と活動継続

の重要さを伝えられるようこころがけた。 

・介護施設等集団指導において、介護保険の基本理念について周知を図った。また、機会

あるごとに自立支援、重度化防止の基本理念について、関係者で規範的統合を図った。ま

た、自立支援型ケアマネジメントの進め方や目標の具体設定方法、リハビリ専門職の介入

の仕方等、実践に活かせる支援方法を学ぶことができた。 

・居宅介護事業所が抱える困難事例のケース会議に町やセンターが参加し、困難事例の解

決につながるよう居宅介護事業所の支援を行った。 

・地域運営組織からの要望に応じて必要な情報を提供し支援を行った。 



課題と対応策 

・包括ケアシステムについて住民へ説明した際、できるだけわかりやすい言葉を選んで説

明したものの、実際には「用語がわからない」「何を言っているのかわからない」などの

意見があった。「地域包括ケアシステム」を理解していただくには繰り返し説明する場を

設ける必要性と職員自身のスキルアップの重要性を感じた。 

 

 

 

 



 
取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

タイトル 地域包括ケアシステムの深化・推進（２ 地域包括支援センターの機能強化） 
 
現状と課題 
平成 18 年度から地域包括支援センター業務を法人に委託し、役場Ｂ棟の庄内町福祉総合相談セ 

ンター内と、立川複合拠点施設内に設置している。また、第７期計画期間から生活支援コーディ

ネーターを配置し、地域の実情や課題を情報共有しながら運営に当たっている。 

町内の居宅介護支援事業所へ実施したアンケートでは、地域包括支援センターに期待する役割

として、個別事例への助言や支援の充実、地域や民生委員・児童委員など地域の関係者や事業所

等とのネットワーク構築と連携強化、介護者支援充実が挙げられ、また、地域住民の高齢化の進

展と複雑化・複合化した支援ニーズも増加しており、地域包括支援センターのより一層の機能強

化が求められている。地域共生社会の実現に向け、地域包括ケアシステムの中核機関として、そ

の役割は更に重要となっている。 

第９期における具体的な取組 
(1) 体制の確保、効果的な運営の確立 

・高齢化の進展等に伴って増加するニーズに適切に対応するため、地域包括支援センター職員の

資質向上や専門職種の人材確保、行政との連携強化など、業務体制の確保と効果的な運営手法を

確立していく。 

・設置場所については現在と同様とし、設置場所の変更がある場合は、地域における多様なニー

ズに対応できるよう体制等も含め検討する。 

(2) ネットワークの強化、ケアマネジメントの質の向上 

・高齢者支援に携わる関係職種のネットワークの強化を図るとともに、更なるケアマネジメント

の質の向上を目指し居宅介護支援事業所等への支援に努める。 

・地域ケア会議を通じて地域課題の把握を行い、関係機関と連携しながら課題解決に向けて実践

的に対応するよう努める。 

(3) 評価・見直し・改善 

・適切な運営のため地域包括支援センターの評価を行い、見直し・改善を図りながら事業を展開

する。 

(4) 他分野との包括的な相談・支援 

・庄内町福祉総合相談センターや関係機関等との協働により、高齢・障がい・子ども・生活困窮等

包括的な相談に対応できるよう体制整備を図る。 

目標（事業内容、指標等） 

区分 
第９期見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域包括支援センター委託料（円） 44,867,000 46,213,000 47,598,000 

職員配置人員（人） 7 7 7 

利用延人数（人） 2,220 2,270 2,320 
 

目標の評価方法 

別紙様式１－２ 



 時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

 評価の方法 

・地域包括支援センター専門職種の人員配置数 

・行政との連携の状況、回数 

・地域ケア個別会議の開催数 

・居宅介護支援事業所等への支援状況、回数 

・国、町が実施する評価表により地域包括支援センター運営協議会の評価を実施する。 

・包括的相談件数 

  



 
取組と目標に対する自己評価シート 

 
年度 令和６年度 

 
前期（中間見直し） 

実施内容 
※地域包括支援センターについては、センターと表記 

・センター専門職種の人員配置数 7 名（主任ケアマネ 2名、保健師 1名、看護師 2名、

社会福祉士 2名） 

・町とセンターの定例打合せ（6回）、保健師とセンターの打合せ（1回）他随時連携し相

談業務にあたっている。 

・センターは居宅介護支援事業所等連絡会事務局として連絡会（1回）、主任ケアマネが取

り組む事例検討会の企画会議（2回）へ支援した。 

・国が実施するセンター評価を実施 

・地域包括支援センター等庄内連絡会企画委員会への参加 1 回 

 

自己評価結果 
・高齢者を支援するセンター職員と地区を担当する保健師が連携し支援するケースが多

くなっており、連携体制の強化が図られている。センターへの町保健師派遣が令和 5年度

で終了したことから、町保健師とセンター職員の連携体制について打合せを行った。 

課題と対応策 
・高齢者の増加とともに、センターに寄せられる身寄りのない高齢者等の相談事例が増加

傾向にある。課題が複合的になる前に今後が心配される高齢者の情報を収集できる関係づ

くりと相談先としてのセンターの周知に努めなければならない。 

 
後期（実績評価） 

実施内容 
・センター専門職種の人員配置数 7 名（主任ケアマネ 2名、保健師 1名、看護師 2名、

社会福祉士 2名） 

・町とセンターの定例打合せ（5回）他随時連携し相談業務にあたっている。 

・センター主催：地域ケア個別会議の開催数（1回） 

・センターは居宅介護支援事業所等連絡会事務局として、主任ケアマネが取り組む事例検

討会の企画会議（2回）、検討会（1回）へ支援した。 

・町が実施する評価表により R6.12 月末時点までの自己評価・町評価について地域包括支

援センター運営協議会の評価を実施した。 

・地域包括支援センター等庄内連絡会研修会への参加 1 回 

・【通年】包括的相談件数 2,418 件 

 

別紙様式１－３ 



自己評価結果 
・センター運営評価について町の評価としておおむね適正に運営されていると評価した。

センター運営協議会においては概ね町評価通りの評価をいただいた。 

・地域包括支援センター等庄内連絡会研修会では、終活サポートセンターの先進地事例の

取組を学んだ。 

【以下通年の評価】 

・町とセンターが定例で打ち合わせを行い、事業進捗状況・相互の事業の協力等確認する

ことができた。 

・町やセンターで受けた相談について随時相互に協力し対応できた。 

・センターは居宅介護支援事業所等連絡会事務局として顔の見える関係づくりに努め支

援を行った。 

課題と対応策 
・センター運営評価は、これまで 12 月末時点の評価に対し年度末のセンター運営協議会

で協議してきたが、今後は 3月末時点までの運営を評価することとし、よりよい運営につ

ながるよう改善する。 

・地域包括支援センター等連絡協議会研修会にて複雑化する相談業務から様々な課題が

出てきたためサポートセンターが設置された先進地事例を学び、今後の庄内町においても

必要な取組であることを再認識した。センター運営業務委託先である社会福祉協議会との

話し合いが必要となる。 

 



 
取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
タイトル 地域包括ケアシステムの深化・推進（３ 生活支援体制整備事業） 

 
現状と課題 
・地域包括ケアシステムの深化・推進を図るため、関係機関より委員を参集し、生活支援

協議体会議を開催し、また、庁内でも他部署と連携して庁内推進検討会議を開催する等、

高齢者生活支援について課題を共有している。 

・地域の支え合いの体制が構築されるよう、生活支援コーディネーター業務を法人に委託

し、地域の実態把握や地域の支え合い活動の普及活動を実施した。地域課題の解決に向

け、生活支援コーディネーターを第８期計画中の令和５年度に１名増員し、第１層１名、

第２層２名計３名を配置した。 

・構築された体制を継続することや不足するサービスを創出するためには、新たな地域の

担い手の発掘が必要となる。高齢者生活支援の課題に対して、住民自身による自助・互

助が果たされるよう、担い手養成講座等を開催し、住民主体によるサービス実施団体の

立上げを支援した。 

・地域から出てきた「免許返納後の移動が心配」「余目第四学区には買い物できる商店が

ない」という課題から生まれた取組として、令和 4年度から余目第四学区の地域運営組

織である和合の里を創る会で、地域住民が生活支援を行う「便利屋わごう」が開始され

た。地域ごとに課題は異なるため、各学区地区において地域に根差した取組が必要とな

る。 

第９期における具体的な取組 
①関係機関等との課題や目指す姿の共有 

・生活支援協議体や庁内推進検討会議により、関係機関や他部署と課題や目指す姿を共有

し、日常生活の支援体制の充実及び高齢者の社会参加の推進を図る。 

②地域に根差した取組 

・生活支援協議体については、地域ごとに異なる課題の解決に向けて、地域運営組織と連

携して地域に根差した取組が行いやすい体制の構築を進める。 

・住民主体によるサービス実施を希望する団体が円滑に活動できるようトライアル事業

の実施等立上げに向けた支援を行うとともに、活動の継続支援を行う。 

・地域のニーズ、地域資源を把握し、必要なサービスの創出や施策につなげる。 

③担い手の発掘、養成 

・地域の担い手発掘や地域の支え合いの活動を啓発するため、担い手養成講座等を開催す

る。 
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目標（事業内容、指標等） 

区分 
第 9期見込み 

令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

事業の立上げ支援数（事業）※ 5 5 5 

生活支援コーディネーター配置数（人） 3 3 3 

担い手養成講座（回） 2 2 2 

※実現したかに関わらず、当該年度に町と生活支援コーディネーターが立上げに向けて支援した

団体や事業数。次年度にまたがる場合は、改めて次年度の実績件数に加える。 

目標の評価方法 
 時点 
☑中間見直しあり 
□実績評価のみ 

 評価の方法 
・庁内検討会議開催数 

・生活支援協議体会議開催数 

・住民主体によるサービス実施希望団体への支援回数 

  ・生活支援コーディネーター配置数 

・担い手養成講座等開催数 

・広報、HP 等の活用回数 

  



 
取組と目標に対する自己評価シート 

 
年度 令和６年度 

 
前期（中間見直し） 

実施内容 
・住民主体によるサービス実施希望団体への支援 5 団体 

・生活支援コーディネーター配置 2 名 

・担い手養成講座等の開催 4 回 

・介護保険の上手な使い方を学ぶ講演会の開催 1 回 参加人数 46 人 

・広報、HP 等の活用回数 町広報掲載 2回 SC だより発行 1 回 

自己評価結果 
・通所型サービス B、訪問型サービス B実施団体、地域のサロンや老人クラブへ生活支援

コーディネーターが訪問し、地域のニーズや課題の聞き取り等を行っている。 

・サービス実施希望団体への支援として、地域運営組織で検討を開始した買い物支援の事

業実施に向けた連携を継続して行っている。 

・地域で活動したい思いを持つ人材の発掘と養成のため、生活支援コーディネーターの企

画で担い手養成講座を、生活支援コーディネーターと地域包括支援センターが連携して

介護保険の上手な使い方を学ぶ講演会を開催したほか、老人クラブ、地域運営組織事業

で出前講座を実施した。担い手養成講座は、1 回目除雪支援、2 回目は酒田市と共催で

移動支援について学ぶ講座を開催。どちらも質問が多く出て、参加者の関心の高さが感

じられた。出前講座は上朝丸老人クラブと清川まちづくりセンターで開催。生活支援コ

ーディネーターの活動紹介や助け合い体験ゲームを実施した。 

・介護保険の上手な使い方を学ぶ講演会では多くの方の参加があり、住み慣れた地域で安

心して暮らしていくために今できることを学ぶ機会を提供できた。 

課題と対応策 
 担い手養成講座や出前講座等の開催は、地域の力で課題を解決するという意識付けに繋

がっている。また、意欲のある方の相談先として生活支援コーディネーターの周知にもな

っており、実際の活動開始に繋がる支援を継続する必要がある。 

 移動支援をテーマにした担い手養成講座では、内容が少し難しいように感じられた。参

加者の興味・関心の程度に合わせて、講座の内容を工夫しながら、継続して実施したい。 

 
後期（実績評価） 

実施内容 
・住民主体によるサービス実施希望団体への支援 2 団体 

・出前講座の開催 2 回  

・庁内検討会議の開催 1 回 参加 11 名 

・地域資源マップ作製、配布 配布先 43 ヶ所（介護事業所、医療機関）、その他まちづく
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りセンター、民生委員、地域包括支援センター等に配布 

・広報、HP 等の活用回数 町広報掲載 1回 SC だより発行 2 回 

自己評価結果 
 買い物支援の検討１団体に、生活コーディネーターと町が情報提供と立ち上げ支援を行

った結果、お試し運行実施に至った。また、移動支援をテーマとした庁内検討会議を開催

し、庁内の移動に係わる部署に対し生活支援コーディネーターが集めた地域課題の共有と

移動支援についての情報交換を行った。ほか、社会資源と町内通いの場の情報をまとめた

「地域資源マップ」を作成・発行し、介護事業所、医療機関、民生委員等に配布した。 

課題と対応策 
 担い手のなり手が不足している状況で、自身が住む地域をどうにかしたいという思いを

持つ方の相談に丁寧に対応し、活動の立ち上げに繋げる必要がある。地域での活動を始め

る意欲を持つ方の把握に努め、実際の活動開始に繋がる支援を継続する必要がある。 

 既に住民主体の活動を行っている団体については、担い手の不足が課題である。担い手

養成講座等で新たな団体・サービスを立ち上げるだけでなく、既存団体を紹介して、団体

と担い手を繋げられるよう取り組みたい。 

 

 

 



 
取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
タイトル 地域包括ケアシステムの深化・推進（４ 在宅医療・介護連携の推進） 

 
現状と課題 
・毎年度、医療と介護の関係者などが、多職種連携スキルアップ研修会を通じて情報共有しなが

ら相互の役割と理解を深める取組を行っている。地域住民への普及啓発として、まちづくりセ

ンターの事業と連携して町民向けのセミナーを開催した。 

・ケアマネアンケートでは、医療と介護の連携を進めるための必要な取組として「現状・課題、対

応策を検討・共有する協議の場」「介護・医療関係職種の研修会や情報交換」が挙げられている。

また、医療と連携するうえでの課題として、「医療やリハビリに関する知識が不足している・自

信がない」との回答が最も多くあり、医療・介護関係者が連携し在宅医療と介護を一体的に提供

できる体制づくりを目指すために、医療と介護の関係者等に情報共有の場を提供し、お互いが

顔の見える関係づくりの支援が必要である。 

・令和 4 年度実施したニーズ調査では、「延命治療を望まない」「どちらかというと望まない」と

回答した方が７割を超え(71.8％)、「最期をどこで迎えたいか」には、「自宅」と回答した方が約

半数(43.9％)だった。本人や家族が望む在宅医療と介護について選択できるよう、広く周知が

必要である。 

・第８次山形県保健医療計画の下、関係市町や関係機関と地域の課題を共有しながら、今後も連

携強化を図る必要がある。 

第９期における具体的な取組 
①在宅医療と介護の理解 

・住民や医療・介護関係者等が在宅医療と介護の理解を深めるとともに、知識の習得と情報共有

ができるよう、今後も研修やセミナーの開催を行う。 

・在宅療養を必要とする人が適切なサービスを選択できるよう、ホームページや広報等で情報を

広く周知する。 

②医療介護の協働・連携 

・第８次山形県保健医療計画に位置付けられた「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」

及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」や県・関係市町村と、医療・介護の協働・連携を図

る。 

・医療と介護の現場の情報共有が図られるよう医療連携ネットワーク（ちょうかいネット、Ｎｅ

ｔ４Ｕ）の利用を促進する。 

③看取りやＡＣＰの啓発 

・住民の在宅での看取りの不安や迷いに対し、かかりつけ医の重要性、訪問診療、訪問看護の役割

や利用などを周知し普及に努める。 

・人生の最終段階でも、在宅で自分らしく過ごすことができるよう、ＡＣＰの取組を強化する。 

目標（事業内容、指標等） 
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区  分 
第９期見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

町民向けセミナー
参加者（人） 

30 30 30 

啓発チラシ配布 - 全戸配布 - 

多職種連携研修会
参加者（人） 

40 40 40 

事業費計（円） 79,000 192,000 112,000 

目標の評価方法 
 時点 
□中間見直しあり 
□実績評価のみ 

 評価の方法 
 ・多職種連携研修会参加者数 

 ・広報、ホームページへの掲載状況 

 ・県、関係市町村及び医療・介護の連携回数 

 ・医療連携ネットワークの情報提供回数 

  



 
取組と目標に対する自己評価シート 

 
年度 令和６年度 

 
前期（中間見直し） 

実施内容 
・庄内町高齢者福祉サービスパンフレットに医療機関及び薬局等の情報掲載 

・町ホームページに掲載する医療機関、薬局、介護事業所、障がい福祉事業所の情報更新 

・酒田市在宅医療・介護連携支援室ポンテの運営会議 出席 2回 

・庄内町在宅医療・介護連携推進事業ワーキンググループ 6/20 

・町広報に「かかりつけ医」について記事掲載 

自己評価結果 
・令和 3年度以来となったが、庄内町在宅医療・介護連携推進事業ワーキンググループを

開催し、取組みについて意見をもらい、様々な気付きを得られた。意見等を踏まえ後期

に実際研修会等を開催できた。 

・ポンテ運営会議に参加することで、酒田市でデジタル田園都市国家構想交付金を利用し

実施の team の動きや医療 Maas の情報を確認する等、本町でも利用できるものなのかど

うか情報連携を密に行った。 

課題と対応策 
・ポンテ運営会議に参加した際、team の利用についていずれは遊佐町・庄内町にも広げた

いと日本海病院では意向があったが、酒田市によると運営に関して行政負担の費用が発

生している様子。導入に向けてはその費用の予算の確保もあるため、額を確認したり町

内関係機関向けに説明会を開いて需要を調べたり必要性を見極めて検討する必要があ

る。 

 
後期（実績評価） 

実施内容 
・多職種連携勉強会 10/31 身寄りのない人への支援について 参加者 26 名 

・町民向け講演会 11/25 エンディングノートの書き方 参加者 53 名 

・庄内町在宅医療・介護連携推進事業ワーキンググループ 1/15 

・町ホームページの医療機関情報のオープンデータ更新 

・町広報 R7.2 月号に「エンディングノート」「人生会議」に関する特集を掲載。 

・県実施の入退院ルールのアンケート協力 1 回 

・酒田市在宅医療・介護連携支援室ポンテの運営会議 出席 3回 

自己評価結果 
・多職種連携勉強会として、身寄りのない方への支援でガイドラインを整備している新潟

県魚沼市社協を講師に、ガイドライン策定までの経緯を学ぶとともに、町内医療機関・

介護施設・ケアマネジャーの身寄りのない方への対応の現状についてグループワークを
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行い話し合ってもらった。様々な課題が出て現状を確認できた。 

・町民向け講演会は、庄内余目病院の出張医療講座のメニューを利用し、エンディングノ

ートの書き方をテーマに開催した。60 名で申込みを締め切り、締め切った後も 10 件弱

申込みできるか問合せがあった。町民の関心のあるテーマであることがわかり、アンケ

ートを見ても事前に備えておくことの重要性を感じてもらえた。また、当日は町の空き

家担当課及び法務局から不動産関係の処分等に備えるための情報提供をしてもらった。

次年度も会場を変えて実施予定。 

・庄内町在宅医療・介護連携推進事業ワーキンググループを開催し、令和 6年度実施した

事業の報告と令和 7年度に向けての事業案について協議した。医療と介護の連携につい

ては、医療と介護の双方がどこまでなら可能でどのような事業が効果的なのか等行政と

してイメージが難しい分野のため、ワーキンググループで協議することで事業を組み立

てる参考となった。 

課題と対応策 
・多職種連携勉強会のテーマとして身寄りのない方への支援をテーマにしたが、介護側の

参加者が多い結果となった。令和 7 年度もテーマを変えず成年後見制度を学ぶ内容をワ

ーキンググループで提案したが、医療側からの参加も見込めるテーマの設定が課題とな

った。ワーキンググループで、以前の研修会では一つの事例について複数名の専門家が

どのように関わるかをパネルディスカッションした回があったと意見もあったので、医

療と介護の連携につながるテーマに修正が必要と思われる。成年後見制度を学ぶ場とし

ては権利擁護事業でも実施可能。 

・エンディングノートの書き方講演会については要望も多かったため令和 7年度も会場を

変えて実施予定。「会場に来られない人にも聞かせたい」という意見もあったため、通

いの場等に余目病院の医療出張講座の周知や、講演会を録画し上映する等小さい単位で

も実施できるような検討が必要となる。 

・令和 7年度は全戸に啓発チラシ配布を実施するため、ワーキンググループでもらった意

見を反映させてＡＣＰ周知できるようにしたい。 

 



 
取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
タイトル 生きがい施策の推進 

 
現状と課題 
① 就労支援 

・臨時的・短期的な就業又は軽易な業務に係る就業を希望する高齢者のために、シルバー人材セ 

ンターと連携し就労の機会の確保に努めている。他にも有償ボランティア等の就労的活動を行

う団体が活動している。ニーズ調査結果では、22.9％の高齢者が収入のある仕事で月 1 回以上

外出しており、高齢になっても４人に１人が就労を続けている。 

② 社会参加の取組 

・令和４年度実施したニーズ調査結果では、地域活動への参加を希望する方は 58.8％、お世話

役としての参加を希望する方は 35.6％であり、コロナ禍にもかかわらず、令和元年度実施の調

査と比較して活動希望者が増加しており、コロナ後の地域活動への参加意欲がみられたことか

ら、社会参加の取組の拡充を図る機会ととらえ、強化していく必要がある。 

・通いの場は年々増加している一方で、男性の参加が少数であることや参加者が固定化している

こと等の課題も見えてきた。より多くの方が参加でき、生きがいにつながるような地域活動の

拡充に向けた支援が必要となる。 

③ 生涯学習の推進 

・まちづくりセンターや総合型地域スポーツクラブで開催している各種講座のほか、趣味のサー

クル活動等への参加は、高齢者の生きがいや健康増進につながる。令和４年度実施のニーズ調

査では、趣味関係のグループへの月 1～3回以上の参加率は 14％だった。 

・高齢者の学習・文化活動・交流の場として、講座や教室等を継続して開催し、様々なニーズを捉

え参加につなげることが重要となる。 

第９期における具体的な取組 
① 就労支援 

・豊かな経験と知識・技能を活かし、地域社会の重要な担い手として今後も活躍できるよう、高齢

者の雇用機会の確保を推進する。 

・高齢者の就労活動につながるよう、また、地域共生社会の構築に向け地域における就労のニー

ズの把握に努め、必要な情報提供を行う。 

② 社会参加の取組 

・地域活動について周知を行い、地域での担い手を増やすために担い手養成講座等を開催する。 

・既存の地域活動の調査を行い、意欲のある住民の活動を支援する。 

・サロン等社会参加を促進するため、誰もが参加しやすい活動の支援を行う。 

③ 生涯学習の推進 

・高齢者のライフスタイルやニーズを把握し、多様な学習機会やスポーツ・レクリエーション活

動の体験等、生涯学習の機会の充実に努め、高齢者の社会活動への参加を促進し高齢者が心身

ともに健康で充実した生活を送ることができるよう支援する。 
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目標（事業内容、指標等） 
・担い手養成講座の開催  2 回 

・事業の立上げ支援数（事業） 5 事業 

 ※実現したかに関わらず、当該年度に町と生活支援コーディネーターが立上げに向けて

支援した団体や事業数。次年度にまたがる場合は、改めて次年度の実績件数に加える。 

・社会参加のニーズ把握 7 組織 

目標の評価方法 
 時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

 評価の方法 

・高齢者の求人情報の提供数 

・サロン、老人クラブ等への支援数 

・担い手養成講座開催数 

・高齢者の社会活動の周知回数 

  



 
取組と目標に対する自己評価シート 

 
年度 令和６年度 

 
前期（中間見直し） 

実施内容 
・住民主体によるサービス実施希望団体への支援 5 団体 

・担い手養成講座等の開催 4 回 

自己評価結果 
・通所型サービス B、訪問型サービス B実施団体、地域のサロンや老人クラブへ生活支援

コーディネーターが訪問し、地域のニーズや課題の聞き取り等を行っている。 

・地域で活動したい思いを持つ人材の発掘と養成のため、生活支援コーディネーターの企

画で担い手養成講座を 2回、老人クラブ、地域運営組織事業に対し出前講座を 2回実施

した。担い手養成講座は、1 回目除雪支援、2 回目は酒田市と共催で移動支援について

学ぶ講座を開催。どちらも質問が多く出て、参加者の関心の高さが感じられた。講演会

では多くの方の参加があり、住み慣れた地域で安心して暮らしていくために今できるこ

とを学ぶ機会を提供できた。 

課題と対応策 
・担い手養成講座や出前講座等の開催は、地域の力で課題を解決するという意識付けに繋

がっている。また、活動に意欲のある方の相談先としての生活支援コーディネーターの

周知にもなっている。 

・移動支援をテーマにした担い手養成講座では、内容が少し難しいように感じられた。参

加者の興味・関心の程度に合わせて、講座の内容を工夫しながら、継続して実施したい。 

 
後期（実績評価） 

実施内容 
・住民主体によるサービス実施希望団体への支援 2 団体 

・自立支援型地域ケア会議のふりかえりにて、対象者の支援に繋がるような地域活動や民

間事業者のサービス情報等を提供した。（通年） 

・毎月実施しているいきいき健康セミナーにおいて、社会参加の大切さの説明と町内で活

動する通いの場を周知した。（通年） 

・出前講座の開催 2 回  

・通いの場の担い手から情報提供があった、通いの場の参加者で気になる方の情報を地域

包括支援センターへ提供し、地域包括支援センターからの支援に繋げた。 

・地域資源マップ作製、配布 配布先 43 ヶ所（介護事業所、医療機関）、その他まちづく

りセンター、民生委員、地域包括支援センター等に配布 

・文化的な活動を行う団体についての情報収集（通年） 
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自己評価結果 
・買い物支援の検討１団体に、生活コーディネーターと町が情報提供と立ち上げ支援を行

った結果、お試し運行実施に至った。ほか、社会資源と町内通いの場の情報をまとめた

「地域資源マップ」を作成・発行し、介護事業所、医療機関、民生委員等に配布、活用

してもらい、社会参加に繋がるよう協力を得ている。 

・いきいき健康セミナー参加者で通所型サービス Bへの参加に興味がある方を団体に紹介

し、利用に繋がった。 

・これまでは「通いの場」「サロン」に訪問し情報を収集してきたところ、地域運営組織等

へ訪問・聞き取りを行い、文化的な活動を行う団体についても情報収集するとともに、

生活支援コーディネーターの活動周知に取り組んだ。 

・通いの場の担い手から情報提供があった気になる参加者について、地域包括支援センタ

ー職員から家族に対し本人の状況の聞き取りと通いの場での様子を伝え、必要に応じ受

診する意向を確認した。また、担い手に対し活動中の接し方をアドバイスし、継続して

通うことができている。 

 

課題と対応策 
・担い手のなり手が不足している状況で、自身が住む地域をどうにかしたいという思いを

持つ方の把握に努めるとともに、相談に丁寧に対応し、活動の立ち上げに繋げる必要が

ある。 

・既に住民主体の活動を行っている団体については、担い手の不足が課題である。担い手

養成講座等で新たな団体・サービスを立ち上げるだけでなく、既存団体を紹介して、団

体と担い手を繋げられるよう取り組みたい。 

・地域資源マップの作成・配布により、社会資源と地域で活動する通いの場を周知できた。

今後は配布の方法について検討を重ね、届けたい人に届くよう工夫したい。 

・文化的な活動を行う団体の情報収集について、参加者は趣味的活動として集まっている

ことから、限られた活動時間の中で聞き取り等を行うことが難しいという現状があるた

め、今後はアプローチの方法を検討していく必要がある。 

・就労支援については定年延長もあり、就業希望者の相談もないが、町職員や地域包括支

援センター職員、生活支援コーディネーター等が町民と接する中で就業希望の相談があ

った際は、人材が不足している介護事業所へのマッチング等も考えられる。 

 

 



 
取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
タイトル ３．一般介護予防施策の推進 

 
現状と課題 
・令和４年度実施したニーズ調査のリスク該当者の割合の結果から、認知機能の低下が最

も割合が高く、次いでうつ傾向、口腔機能の低下、閉じこもり傾向と続いている。令和

元年度調査との比較では、運動機能の低下、低栄養傾向、口腔機能の低下、閉じこもり

傾向で数値が高くなり、認知機能の低下、うつ傾向で数値が下がっている。 

・要介護認定の原因をみると、脳血管疾患の割合が高く、生活習慣病予防が課題となって

いる。一方で、各種事業の参加者の固定化や年代、性別に偏りが見られるなど、全体と

して健康づくり・介護予防の普及啓発は十分とは言えない状況。 

・身近な場所で交流しながら継続して介護予防に取り組めるよう、自助・互助を取り入れ

た介護予防活動の推進が重要となる。今後も、多くの高齢者が魅力を感じるとともに効

果的な介護予防の取組につながるよう、内容の充実や普及啓発をさらに図っていく必要

がある。 

第９期における具体的な取組 
①健康づくり・介護予防の一体的推進 

・高齢者の健康課題を把握し、「健康しょうない２１計画」に基づいて、健康づくり、介

護予防事業を関係機関とともに一体的に推進する。 

・転倒予防、口腔機能維持、栄養管理、認知症予防など、要介護状態となることの予防の

重要性について住民へ啓発するとともに、多様な機関と連携し、元気アップ教室等元気

なときから気軽に介護予防に取り組める場の提供に努める。 

・運動、口腔、栄養、社会参加などの幅広い観点から高齢者の保健事業との一体的実施を

推進し、通いの場等高齢者の集う場へ保健医療専門職の派遣や参画を促進する。 

・「いのち支える自殺対策計画」に基づき、高齢者が心の健康を保ち生き生きと暮らせる

よう、関係機関と連携し、高齢者の交流や社会参加を促進するとともに地域の見守り体

制の強化を図る。 

②身近な地域での自主的活動の推進 

・関係機関と連携し、地域の実態把握を進めるとともに、支援を要する高齢者を早期に把

握し、住民主体の介護予防活動へつなげる仕組みを強化する。 

・住民主体の通いの場の拡充に向け、活動に興味がある人の把握に努めるとともに、活動

の場の立上げや運営支援を継続して行う。 

・高齢者にとって、ボランティアや趣味活動等の社会参加は本人の生きがいや介護予防に

つながる。また、交流を通じて見守り等支え合い体制の強化や地域づくりにも寄与する

ため、元気高齢者の活躍の場の創出を含め、社会参加を通じた介護予防活動を推進する。 

③継続的な取組の推進 

・各種事業の実施に当たっては、事業ごとに評価・見直しを行い、継続的に取り組める施

策の形成に努める。 
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・目標達成状況等の検証を行い、保健医療福祉推進委員会等から評価・意見をいただき、

より効果的・効率的な事業が展開されるよう努める。 

④コロナ禍後の通いの場等への参加向上 

・コロナ禍に休止期間があったことで週１回の外出が億劫になり参加しなくなった方や

心身状態の変化で通いの場に通えなくなり、参加者が減ってしまった通いの場や休止の

まま活動を再開することができなくなった通いの場がある。国の目標では、通いの場に

参加する高齢者の割合を 2025 年までに８％程度に高めるとしている。参加者が増えて

いる通いの場は、代表者や参加者同士の声掛けによるところが大きいため、引き続き参

加者への声掛けを促しながら、活動継続のために支援策を検討する。また、再開できな

くなった通いの場に参加していた参加者に声をかける等再活動に向けた支援を検討す

る。 

目標（事業内容、指標等） 
事業名 区分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

元気アップ教室 参加人数（人） 3,600 3,700 3,800 

介護予防教室等 参加人数（人） 100 100 100 

住民主体の通い

の場 

団体数 （団体） 26 28 30 

参加人数（人） 330 340 350 

参加率（％） 4.3 4.5 4.7 

リハビリ職派遣回数（回） 8 8 8 
 

目標の評価方法 
 時点 
☑中間見直しあり 
□実績評価のみ 

 評価の方法 
・各種教室の開催回数 

・住民主体の通いの場構築支援回数 

・リハビリ専門職の派遣回数 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業の実施状況（専門職の関与、行政内

部の連携状況、地域の多様な主体との連携状況） 

・通いの場に参加する高齢者の状態把握の状況 

  



 
取組と目標に対する自己評価シート 

 
年度 令和６年度 

 
前期（中間見直し） 

実施内容 
《総合事業の事業評価の項目》 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業の実施状況 

 （専門職の関与、行政内部の連携状況、地域の多様な主体との連携状況） 

 専門職の関与：地区担当保健師、看護師をはじめ、在宅の医療専門職（保健師、栄養士、

歯科衛生士）のほか、リハ職からも協力を得て実施 

 行政内部の連携状況：税務町民課国保係と連携し、75 歳到達者を対象に、いきいき健康

セミナーを毎月実施 81 人（4月～9月末時点） 

 地域の多様な主体との連携状況：総合型スポーツクラブと協力し、各通いの場で健康教

育（脳トレ）を実施 

・通いの場への支援の実施状況（4月～9月末時点） 

・元気度チェック（体力測定） 17 回 158 人 

・健康講話（総合型スポーツクラブ） 12 回 106 人 

・健康講話（通所型サービス B対象・その他講師） 2 回 41 人 

・通いの場立ち上げ支援：9回 79 人（プレゼンのみの団体、R5 年度からの継続支援団体

含む）（4月～9月末時点） 

 

《9 期計画 KPI》（4月～9月末時点） 

・元気アップ教室 参加人数 1,902 人  

・介護予防教室等 参加人数 34 人 

・リハビリ職派遣回数 0 回 

自己評価結果 
・元気アップ教室を２団体へ委託。健康講話の内容を工夫し、これまで派遣したことが無

い職種より講話いただいた。 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業において、各通いの場へ元気度チェック

を 1回、総合型スポーツクラブ コメっちわくわくクラブより脳トレを 1回開催した。

元気度チェックには毎回リハ職からスタッフとして参加していただき、気になる人の把

握と町への助言、安全な事業実施に協力いただいた。 

・75 歳から加入する後期高齢者医療保険制度について制度内容の説明と被保険者証（資

格確認書）を交付するとともに、健康寿命とフレイル予防について意識向上を図るため

医療専門職が講話を行う「いきいき健康セミナー」を毎月実施した。後期高齢者医療被

保険者証の交付をセットにすることで、普段健康講話等を聞く機会がない方にもアプロ

ーチすることができた。 
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課題と対応策 
・通いの場立上げについて、４集落より新規相談があった。機会を捉えて、通いの場など

社会参加をすることの効果を周知していることも影響していると思われる。既に活動し

ている通いの場と、社会参加の重要性を周知し、より多くの通いの場が立ち上がるよう

支援していきたい。 

・通いの場に関わる専門職や町職員のマンパワーが限られる一方で、通いの場は増加して

いくため、今後も継続した支援を行うための方策を検討する時期となっている。 

 

 
後期（実績評価） 

実施内容 
《総合事業の事業評価の項目》 

・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業の実施状況 

 （専門職の関与、行政内部の連携状況、地域の多様な主体との連携状況） 

 専門職の関与：地区担当保健師、看護師をはじめ、在宅の医療専門職（保健師、栄養士、

歯科衛生士）のほか、リハビリ職からも協力を得て実施 

 行政内部の連携状況：税務町民課国保係と連携し、75 歳到達者を対象に、いきいき健康

セミナーを毎月実施 77 人（10 月～3月末時点） 

 地域の多様な主体との連携状況：総合型スポーツクラブと協力し、各通いの場で健康教

育（脳トレ）を実施 

・通いの場への支援の実施状況（10 月～3月末時点） 19 回 231 人 

・元気度チェック（体力測定） 9 回 106 人 

・健康講話（総合型スポーツクラブ） 8 回 75 人 

・健康講話（通所型サービス B対象・その他講師） 2 回 50 人 

・通いの場立ち上げ支援：5回 37 人（プレゼンのみの団体、R5 年度からの継続支援団体

含む）（10 月～3月末時点） 

・通いの場に参加する高齢者の状態把握の状況（通年・３月末時点） 

元気でご長寿チェック票※：実施 300 人 フレイル該当者 63 名 うち確認・指導実施

10 人（訪問 2、電話 4、通いの場で確認・指導 4） 

※基本チェックリストの項目を抜粋したもの。 

 通いの場離脱者（不参加）状況要確認者 1人 

 

《9 期計画 KPI》（10 月～3月末時点） 

・元気アップ教室 参加人数 1,662 人  

・介護予防教室等 参加人数 32 人 

・住民主体の通いの場団体数（通所型サービス B含む） 

 29 団体、参加人数 468 人、参加率 6.2％ 

・リハビリ職派遣回数 2 回 

 

 



自己評価結果 
元気度チェック実施に当たりリハ職からの協力・助言を得ながらマニュアルを整備し、

より安全に取り組むことができた。また、毎回リハ職からスタッフとして参加していただ

き、気になる人の把握と町への助言に協力いただいた。 

 

課題と対応策 
・通いの場新規立ち上げについて、令和 6年度は前年度からの継続支援 1団体も含め 5団

体に支援を行った。結果、3 団体が毎週活動する団体として開始し、1 団体は月 1 回の

活動から開始することとなった。 

・3月末を持って活動を休止する団体が 2団体あった。理由としては参加者の高齢化等に

よるものだった。活動を引っ張るリーダーとなる人材の不足や新しい参加者が増えない

といった声が聞こえることから、町内で活動する団体の周知や社会参加の重要性を機会

があるごとに説明する等、既存団体の活動継続にも取り組みたい。 

 

 



取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 
 

タイトル ４．適切なサービス利用による自立支援・重度化防止 

 

現状と課題 

(1) 介護予防ケアマネジメントの質の向上について、自立支援型地域ケア会議を継続して

開催してきましたが、自立支援に資するプラン及びサービス提供を目指し、関係職種

でより一層のスキルアップを図っていく必要があります。 

(2) 適正なサービス給付の実施及び事業の効率化について、利用者の状態に合った介護サ

ービスを提供するためには、制度の周知・相談体制の充実が必要であり、利用者がよ

り良いサービスを選択できるよう、介護サービス事業所に対し、国・県からの情報を

定期的に提供していく必要があります。 

また、サービス利用者からの相談や苦情、事故等に適切に対応し、適正なサービス提

供とその質の向上につなげるよう、介護サービス事業所に対し、引き続き啓発及び指

導を行っていかなければなりません。 

町や庄内町地域包括支援センター、介護サービス事業所、関係機関等と問題や情報の

共有化を図り、連携を強化することで、介護サービスの全体的な向上を図る必要があ

ります。 

(3) 介護予防・日常生活支援総合事業について、今後も高齢者世帯の増加が見込まれるこ

とから、地域のニーズに合わせ、通いの場、見守り、外出支援や買い物等の生活支援

など、多様なサービスの拡充が必要です。 

(4) 介護給付の適正化について、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が

真に必要とする過不足のないサービスを事業者が適切に提供するよう、適切なサービ

スの確保と費用の効率化をとおして持続可能な介護保険制度を目指し、主要３事業に

取り組むことでより効果的・効率的に介護給付の適正化を推進する必要があります。 

(5) 介護人材確保・資質向上・業務効率化について、介護人材の確保・育成を行い、将来

にわたって安定的な介護サービスの提供体制を確保していく観点から、介護職員の負

担軽減、職場環境の改善などの介護現場の生産性向上に取り組む必要があります。 

第 9期における具体的な取組 

(1) 介護予防ケアマネジメントの質の向上 

(2) 適正なサービス給付の実施及び事業の効率化 

(3) 介護予防・日常生活支援総合事業 

(4) 介護給付の適正化 

(5) 介護人材確保・資質向上・業務効率化 

目標（事業内容、指標等） 

① 自立支援型地域ケア会議  事例検討件数:R6～8:各 12 件、研修会:R6～8:各 2 回 

② 運営指導事業所数  R6:2 事業所、R7:4 事業所、R8:1 事業所 

③ 総合事業 サービスＢ実施団体数 （通所）R6:4 事業所、R7:4 事業所、R8:5 事業所 

                （訪問）R6:1 事業所、R7:1 事業所、R8:2 事業所 

総合事業 サービスＣ利用者数  （通所）R6:1 事業所、R7:2 事業所、R8:3 事業所 

                （訪問）R6:4 事業所、R7:4 事業所、R8:5 事業所 

④ 業務分析データの確認  （半年分毎）2回/年 
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⑤ ケアプラン点検 運営指導時 R6:8 件、R7:0 件、R8:4 件（1事業所当たり 4件） 

        書類・面談による点検 R6～8:各 6 件 

        福祉用具・住宅改修の現地確認の実施 

        医療情報との突合・縦覧点検確認 毎月実施 

⑥ 介護人材確保に関する情報交換会の開催 

目標の評価方法 

 時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

 評価の方法 

・自立支援型地域ケア会議の開催回数 

・業務分析データの確認回数 

・ケアプラン点検 運営指導、書類・面談での点検件数 

・住宅改修審査会開催回数 

・福祉用具・住宅改修の現地確認の実施 

※シートの作成にあたっては「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」（平成 30年 7月 30 日 

厚生労働省老健局介護保険計画課）38ページ～を参照してください。 

  



取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 R6 

 

前期（中間見直し） 

実施内容 

・自立支援型地域ケア会議開催数 3 回、事例検討数 5 件 

・運営指導 指導事業者数 1 事業所 

・認定調査の事後点検 全件実施 

・運営指導におけるプラン点検 1 事業所、4件 

・ケアプラン面談点検 2 事業所、2件 

・縦覧点検、医療情報との突合 毎月実施 

・介護人材確保に関する情報交換会 開催数 1 回 

自己評価結果   

自立支援型地域ケア会議は、町内の各居宅介護支援事業所等できるよう実施してきた

が、参加者の負担軽減を図るため、開催回数を見直し開催した。会議で出された助言を受

け、会議終了後に振り返りを行い、その後の対応について検討している。 

加えて、自立支援型地域ケア会議開催日以降に、事例提供した事業所から継続して報告

を受けており、会議で出された助言を踏まえた対応がなされているか、事例提供対象とな

った者の状態に改善が見られるかモニタリングしている。 

運営指導でのケアプラン点検では、事前提出資料及び現地でケース記録簿によりケアプ

ランに沿ったサービスを提供していることを確認し、また、自立支援・重度化防止に向け

適切なサービスを行っているかを確認した。 

ケアプラン面談点検を実施した。点検チェックリストを活用しつつ、町内事業所及び庄

内町地域包括支援センター居宅介護支援専門員と共に、運営基準及び実務に基づいたケア

プラン点検を行った。点検対象者となった居宅介護支援専門員の、より良いケアプラン作

成に資する事業を実施できた。 

介護給付適正化では、認定調査の事後点検は、全件読み込み・確認した。業務分析デー

タを活用し、調査項目の選択が全国や県と比較して大きく乖離していないか確認した。ま

た、国保連からの点検データで軽度者用具貸与、半数超えショート、GH 入所者認知度等を

確認した。 

介護人材確保に関する情報交換会は 7月に実施した。町内各事業所の施設長や管理者が

集まり、各事業所の近況の雇用状況や定着と離職防止の工夫等の情報交換をとおして、地

域全体の課題や好事例を共有化できた。 

課題と対応策 

認定調査の事後点検は、調査項目の均一化、個々の調査員のスキルアップを図るために

引き続き行っていく。 

地域の介護人材の不足は、近年全国的な課題となっている。今後もサービス基盤の安定

のために、町と各事業者のみならず、県や庄内管内市町、関係機関と連携し、人材確保に

努めなければならない。 

後期（実績評価） 

実施内容 
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・自立支援型地域ケア会議開催数 3 回、事例検討数 5 件 研修会開催数 1 回 

・認定調査の事後点検 全件実施 

・要介護認定適正化事業（業務分析データ）の確認 1 回 

・ケアプラン面談点検 2 事業所、2件 

・ケアプラン点検の実施報告 

・住宅改修審査会 1 回 

・住宅改修の現地確認 1 件 

・縦覧点検・医療情報との突合 毎月実施 

・介護人材確保に関する PR 活動 1 回 

自己評価結果   

1 月に開催した自立支援型地域ケア会議研修会は、地域包括ケア総合推進センターを介

して山形県作業療法士会より講師を招き、「認知症の基礎知識と日常生活を続けるための支

援」について講義を受けた。主任介護支援専門員更新研修の受講要件となる法定外研修と

して開催し、関係事業所から 21 名参加していただいた。 

面談によるケアプラン点検では、2 名の主任介護支援専門員より点検者として協力いた

だき、保険者、包括支援センター主任介護支援専門員を含め 1事例につき 3名で点検を行

った。主任介護支援専門員の協力によりケアプラン内容に重点を置いた点検を行うこと

で、自立支援に向けたケアプランとするための充実した助言を提供することができた。ま

た、プラン点検を実施して見えた課題について、集団指導時に説明を行い、周知を行った。 

介護給付の適正化では、前期と同様の確認を行った。 

住宅改修審査会を公開で開催し、6事業所の介護支援専門員同席のもと、酒田福祉住環

境を考える会の方から審査や助言をいただいた。また、住宅改修の現地確認を 1件行い、

本人の状態にあった適正な改修であることを確認するとともに、よりよい改修にするため

の課題を確認することができた。 

介護人材確保に係る取組として、10 月に開催されたしょうない秋まつりでは、町内介護

事業所の協力のもと、町内事業所の紹介、写真展示等を行い、町民との交流と介護人材確

保と介護事業の周知を図った。 

課題と対応策 

自立支援型地域ケア会議の開催については、町内の居宅介護支援事業所等より年 1件以

上事例提供していただくよう計画してきたが、小規模多機能事業所より、提供するような

事例が少ないとの相談があったため、提供件数について再度検討する。また、提出資料は

必要最小限とするなど、事業所や事務局の負担軽減を図るよう都度見直しを図る。 

ケアプラン点検は、制度改正等に伴うチェックリストの見直しを行いながら、点検者の

負担軽減を図っていく。面談のみならず、国保連からの点検データを活用し、疑義のある

事例について書類点検を実施する。より自立支援に資する適切なケアマネジメントが行わ

れるように、住宅改修や用具の確認、国保連からの点検データを活用した点検を継続して

実施していく。また、認定調査の事後点検は、調査項目の均一化、個々の調査員のスキル

アップを図るために引き続き行っていく。 

地域の介護人材の不足は、近年全国的な課題となっている。今後もサービス基盤の安定

のために、町と各事業者のみならず、県や庄内管内市町、関係機関と連携し、人材確保に

努めなければならない。 

※シートの作成にあたっては「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」（平成 30年 7月 30 日 



厚生労働省老健局介護保険計画課）38ページ～を参照してください。 



取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 
 

タイトル 適切なサービス利用による自立支援・重度化防止（介護予防・日常生活支援

総合事業） 

 

現状と課題 

第８期計画期間では、通所型サービス事業所の 1件の増加はありましたが、在宅生活を

支える訪問型サービス事業所は増えず、地域的にサービスの偏りがあります。今後も高齢

者のみの世帯の増加が見込まれることから、地域のニーズに合わせ、通いの場、見守り、

外出支援や買い物等の生活支援等、多様なサービスの拡充が必要となります。 

第 9期における具体的な取組 

①地域や利用者の実情に合ったサービス提供 

・利用対象者及びサービス単価の上限等については、近隣市町と比較を行い、地域の実情

に合ったサービスを提供するよう努めます。 

・高齢者の自立支援・重度化防止に向け、生活支援体制整備事業等の関連事業によりサー

ビスに関する課題を把握するとともに、利用者の状態に合った適切なサービスの整備を

目指します。 

②事業評価の実施 

・本事業については、毎年事業評価を実施しながら進めています。今後もより効果的な事

業運営ができるよう、評価を実施していきます。 

目標（事業内容、指標等） 

【実績及び計画】 

区分 
第８期 第９期見込み 

令和３年度 
（実績） 

令和４年度 
（実績） 

令和５年度 
（見込み） 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

サービス B 実施団体数（団体） 

通所 4 4 4 4 4 5 

訪問 1 1 1 1 1 2 

サービス C 利用者数（人） 

通所 0 0 0 1 2 3 

訪問 3 1 6 4 4 5 
 

目標の評価方法 

 時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

 評価の方法 

地域支援事業実施要綱別添 2総合事業の事業評価（一部） 

・サービス・活動の利用者数 

・介護予防ケアマネジメント依頼書受理件数 

・健康しょうないマイレージ参加団体数、商品券交付人数 

※シートの作成にあたっては「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」（平成 30年 7月 30 日 

厚生労働省老健局介護保険計画課）38ページ～を参照してください。  

別紙様式１－２ 



取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 令和６年度 

 

前期（中間見直し） 

実施内容 

《総合事業の事業評価の項目》※9期 KPI 兼。9月審査分の数値。 

・サービス・活動 A（通所）利用者数 14 人（うち要支援 10 人、事業対象者 4人） 

・サービス・活動 A（訪問）利用者数 12 人（うち要支援 10 人、事業対象者 2人） 

・サービス・活動 B（通所） 4 団体 

延参加者数（4月～9月末時点） 1,947 人 

（9 月利用者のうち、事業対象者以上 13 人） 

・サービス・活動 B（訪問） 1 団体 

延利用者数（4月～9月末時点） 192 人 

（9 月利用者のうち、事業対象者以上 9 人） 

・サービス・活動 C（通所） 利用者数 0 人 

延利用件数（4月～9月末時点）  0 件（事業対象者以上 0 人） 

・サービス・活動 C（訪問） 利用者数 6 人 

延利用件数（4月～9月末時点） 41 件（事業対象者以上 6 人） 

・その他生活支援サービス 

延利用回数（4月～9月末時点） 121 回（事業対象者以上 5人） 

・介護予防ケアマネジメント依頼書受理件数 81 件 

自己評価結果 

総合事業（指定相当・A）の事業所の推移では、町内通所型サービス（従前）1事業所が

人員不足等により令和 5 年度末をもって廃止、隣市通所型サービス（指定相当・A）が実

施地域の拡大による指定をした。 

通所型サービス B、訪問型サービス Bの運営活動継続支援を随時行った。 

課題と対応策 

廃止に伴う代替サービスが提供できない状況は事業所にあらかじめ依頼することで回

避できた。地域によってサービスが受けられない状況をなくすために、既存のサービスの

維持、新たな主体によるサービス提供体制の創出に係る取組をしていかなければならな

い。 

後期（実績評価） 

実施内容 

《総合事業の事業評価の項目》※9期 KPI 兼 3 月審査分の数値。 

・サービス・活動 A（通所）利用者数 6 人（うち要支援 0人、事業対象者 6人） 

・サービス・活動 A（訪問）利用者数 9 人（うち要支援 0人、事業対象者 9人） 

・サービス・活動 B（通所） 4 団体 

延参加者数（10 月～3月末時点） 2,061 人 

 （3 月利用者のうち、事業対象者以上 12 人） 

・サービス・活動 B（訪問） 1 団体 

延利用者数（10 月～3月末時点） 174 人 
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 （3 月利用者のうち、事業対象者以上 7 人） 

・サービス・活動 C（通所） 利用者数 1 人 

延利用件数（10 月～3月末時点） 11 件（事業対象者以上 1人） 

・サービス・活動 C（訪問） 利用者数 3 人 

延利用件数（10 月～3月末時点） 13 件（事業対象者以上 3人） 

・その他生活支援サービス  

延利用回数（10 月～3月末時点） 110 回（事業対象者以上 7人） 

・介護予防ケアマネジメント依頼書受理件数 78 件 

・健康しょうないマイレージ 参加団体 24 団体、商品券交付人数 234 人 

自己評価結果 

令和 6令年 8月に国から示された制度改正にあわせ、サービスコード改定の説明会を開催

した。 

通所型サービス B、訪問型サービス Bの運営活動継続支援を随時行った。 

課題と対応策 

既存のサービスの維持、新たな主体によるサービス提供体制の創出に係る取組をしていか

なければならない。 

※シートの作成にあたっては「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」（平成 30年 7月 30 日 

厚生労働省老健局介護保険計画課）38ページ～を参照してください。 



 
取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
タイトル 認知症総合支援施策の推進 

 
現状と課題 
・本町の要介護認定を受けている認知症高齢者（日常生活自立度Ⅱ以上）の数は、令和５年４月１

日現在 1,092 人で、第８期計画策定時の 1,052 人に比べて上昇している。また、認知症高齢者

の日常生活自立度Ⅲ以上の割合も、全国平均が 26.8％であるのに対し本町は 40.2％となってお

り、かなり高い状況にある。介護者からは、認知症の対応に苦慮しているとの声があるほか、認

知症の理解が不十分なことから虐待につながるケースも見受けられる。 

・認知症の知識の普及啓発を推進するために、庄内町地域包括支援センターと町内の介護サービ

ス事業所に認知症地域支援推進員を配置し、認知症カフェの開催や認知症予防のための出前講

座等を開催している。認知症の知識や認知症の人への接し方について学ぶ認知症サポーター養

成講座については、認知症キャラバンメイトの協力を得て、町内の小中学生や地域住民を対象

に開催している。認知症の人を地域で見守る体制を構築するために、まちづくりセンターを会

場に実践を想定した徘徊声かけ訓練を開催している。また、認知症の人が徘徊した際に早期発

見につながるよう、令和３年 10 月より「見守りシール」を導入した。 

・令和５年６月通常国会において「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が成立した。

認知症の方の意思が尊重され、認知症の人やその家族が安心して暮らし続けられるよう、国が

策定する認知症施策推進基本計画の内容を踏まえて認知症施策を推進していく必要がある。 

第９期における具体的な取組 
①認知症の理解を深める取組 

・認知症安心ガイド（ケアパス）、講演会、広報、ホームページ等により、認知症の理解、早期相

談・受診が図れるよう認知症施策の内容や相談窓口について広く町民に周知する。 

・認知症の人やその家族を温かく見守る応援者である「認知症サポーター」を増やすため、小・中

学校や企業、団体などを対象として、引き続き認知症サポーター養成講座を開催するほか、出前

講座による認知症に関する知識の啓発を図る。 

・認知症になっても希望を持ち生き生きと暮らしている認知症の人の姿を発信していくとともに、

本人や家族の意見を施策へつなげるように努める。 

②認知症の予防の取組 

・一般介護予防事業等と連携し、認知症の予防に資する通いの場の拡充を図るとともに、講演会

や各種講座等を通して認知症予防の知識について普及啓発を行う。 

③適切な医療・介護サービスの提供 

・認知症の人を適切な診断、介護サービスの利用へつなげるよう、認知症初期集中支援チームに

より、初期支援体制の充実を図る。 

・認知症安心ガイド（ケアパス）の利用を促進するとともに、地域包括支援センター、認知症疾患

医療センターを含む医療機関、介護サービス事業者等の連携強化を図り、認知症の人の状態に

応じた適切なサービスが提供されるよう、関係機関のネットワークの構築に努める。 

・認知症地域支援推進員と連携し、介護サービス事業所等における認知症対応力向上のための研
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修や、多職種での事例検討会等の開催を支援する。 

④認知症の人や家族を支援する取組 

・認知症カフェや家族介護者交流会を引き続き開催し、認知症の人やその家族が情報交換しなが

ら交流できる場を提供する。 

・認知症地域支援推進員を配置し、認知症の人やその家族を支援する相談支援の充実を図る。 

・庁内関係部署と連携し、若年性認知症の方を含め認知症になっても社会参加ができるような共

生を支援する取組について検討していく。 

⑤地域での見守りの取組 

・認知症地域支援推進員や認知症キャラバンメイトを中心としながら、認知症サポーター、企業、

地域団体等が連携し、認知症の人やその家族のニーズを把握しながら地域での見守り支援体制

づくりを強化していく。 

・認知症等により徘徊の恐れがある方を事前に登録し、その方が行方不明になった場合に早期に

発見し保護につなげる。また、事前登録した高齢者を早期発見につなげるシステム「見守りシー

ル」の利用拡大と周知に努める。 

・徘徊する認知症の人を実際に見かけたときに戸惑うことなく、認知症の人に配慮した声かけや

見守りの方法などを学ぶ、徘徊高齢者声かけ訓練を継続して実施する。 

目標（事業内容、指標等） 
 

区  分 
第９期見込み 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 

認知症カフェ開催数（回） 14 14 14 

認知症サポーター養成講

座受講者数（人） 
220 220 220 

目標の評価方法 
 時点 
☑中間見直しあり 
□実績評価のみ 

 評価の方法 
 ・認知症カフェ開催数 

 ・認知症サポーター養成講座受講者数、開催数 

 ・徘徊高齢者事前登録事業登録者数、見守りシール登録者数 

 ・徘徊声かけ訓練開催数、参加者数 

 ・認知症予防に関するセミナーや出前講座等開催数 

 ・認知症初期集中支援チーム活動回数 

 ・認知症安心ガイド配布数 

  



 
取組と目標に対する自己評価シート 

 
年度 令和６年度 

 
前期（中間見直し） 

実施内容 
・徘徊声かけ訓練の実施 1 回（余目第四学区） 

・認知症サポーター養成講座の実施（小中学校、徘徊声かけ訓練）  3 回 75 人参加 

・認知症カフェ 余目：6回 86 人参加、立川：1回 29 人参加 

・認知症安心ガイドの配布 338 部 

・オレンジ・ランプ上映会で町認知症関連施策のチラシ等配布（認知症安心ガイド、認知

症サポーター養成講座、認知症カフェ）337 部 

・町広報 9月号に認知症サポーター養成講座及び認知症カフェの記事掲載 

・徘徊高齢者事前登録事業への登録  随時 

自己評価結果 
・令和６年度認知症総合支援事業具体的方針にて、認知症安心ガイドを用いた周知に注力

する方針を定めたため、配布できる機会を検討し、配布した部数の把握を行った。高齢

者の保健事業と介護予防の一体的実施事業で行っている毎月のいきいき健康セミナー

において、認知症安心ガイドを用いた周知をおこなった。 

・町内任意団体が実施したオレンジ・ランプ上映会と連携し、関連するチラシを配布する 

等周知に努めた。 

課題と対応策 
・認知症サポーター養成講座の一般向けの実施ができなかった。関連するチラシの修正を

行い、周知をうまく行いたい。また、企業等は従業員に向けた研修時間の確保が難しい

という声も過去にあったため、実施方法の工夫を検討する。 

 
後期（実績評価） 

実施内容 
・認知症サポーター養成講座の実施（小学校） 2 回 60 人参加 

・認知症カフェの開催 余目：6回 103 人参加、立川：1回 20 人参加 

・認知症安心ガイドの配布 257 部 

・くるま座トークで認知症施策について町長が説明（資料及び原稿準備）21 人参加 

・徘徊高齢者事前登録事業への登録  随時 

自己評価結果 
・認知症サポーター養成講座の小中学校向けについて、中学校 1校は希望あったものの都

合がつかず令和 6年度は実施することができなかった。今後も希望日に実施できるよう

調整し、少しでも多く認知症サポーターの養成を進められるようにしたい。 

・今年度初めて立川複合拠点施設を会場に認知症カフェを認知症地域支援推進員が開催
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した。認知症地域支援推進員の発案で年金日に開催し、ATM に年金を下ろしにくる人に

声掛けしたりチラシを配布したりして周知を図った。町広報に掲載したところ申込があ

ったため、今後も町広報を活用していきたい。 

課題と対応策 
・国の認知症基本計画が策定され、認知症の人の声を聞き施策展開を求められている。市

町村計画は、第 10 期介護保険事業計画に入れこんで策定したいが、そのための認知症

の人の声を聞き取りする取組みをどうすべきか。認知症地域支援推進員より意見等もら

い、場合によってはケアマネジャーからも協力をお願いできるように、町の方針と取組

み方法を決めていきたい。 

 

 



 
取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 
タイトル 高齢者の安全安心な暮らしの支援（権利擁護事業 

 
現状と課題 
・高齢者虐待について、被虐待者は圧倒的に女性が多く、75 歳以上の後期高齢者が多い状況であ

る。虐待者は息子が最も多く、次いで孫、その他（夫など）の順になる。虐待の種別としては、

身体的虐待が全体の半数を占めており、次いで心理的虐待、介護放棄と続く。虐待者の介護疲

れ・ストレスや認知症等の理解不足が主な発生要因と考えられ、疾患や認知症の正しい理解や

介護知識の習得、介護者の負担軽減のほか、問題が深刻化する前に早期に発見する体制の整備

が必要となっている。また、虐待者自身に精神疾患や障がい、生活困窮という背景が見られる場

合もあることから、関係機関と連携した取組が必要となる。 

・成年後見制度について、本人や親族による申立てがされる見込みがない場合は、町長申立てに

より成年後見人を選定している。また、生活保護等の資力が無く、費用負担が困難な場合は、成

年後見制度利用支援事業により支援を行っている。本町においては、成年後見制度の認知度は

低く、制度が複雑であることから利用が進んでいない状況にあるが、関係者から町長申立てに

ついて相談を受ける件数が増えており、相談に結び付いていない事例が埋没していることが推

測される。成年後見制度利用支援事業については、各自治体で事業内容に差が生じていること

から、成年後見制度の利用促進に向けた全国的な課題とされている。本町においては、町内の専

門職不足や体制整備についての課題がある。 

第９期における具体的な取組 
①虐待防止対策の推進 

・今後も町民への相談窓口の周知など普及啓発の取組を推進していく。 

・養護者の悩みを聞く相談機会の確保や負担軽減の取組など他施策と連携して虐待防止に努める。 

・養護者による虐待に限らず養介護施設も含め、虐待者に対する相談や指導、助言を継続して行

いながら、高齢者見守りネットワーク連絡会議を効果的に活用することで関係機関と連携を強

化し、再発の防止に向けた体制を構築する。 

②成年後見制度の利用促進 

・成年後見制度の認知度向上を図るため、関係機関と連携し住民向けの講座の開催や広報誌等に

よる周知を行う。 

・関係機関と連携し、中核機関の設立に向けて取り組む。 

・成年後見制度利用支援事業について、適切な制度運用となるよう対応を検討する。 

③人材確保 

・市民後見人をはじめとする権利擁護を担う人材を確保できる体制を整備・強化し、地域におけ

る権利擁護に向けた取組を推進する。 

目標（事業内容、指標等） 
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①虐待防止対策の推進 

・高齢者見守りネットワーク連絡会議全体会議の開催 年 1回 

・虐待高齢者モニタリング会議の開催 年 4回 

・虐待防止対策の周知 町広報掲載 1回、町ホームページ掲載、関係者に随時研修会等の共有 

②成年後見制度の利用促進 

・成年後見制度の周知 町広報掲載 1回、町ホームページ掲載、関係者に随時研修会等の共有 

・成年後見等町長申立ての適切な運用 

③人材確保 

・市民後見制度、任意後見制度の周知 

 

目標の評価方法 
 時点 
□中間見直しあり 
□実績評価のみ 

 評価の方法 
 ・虐待通報件数、相談件数 

 ・広報、ホームページの活用状況 

 ・権利擁護関係研修会等の参加者数 

  



 
取組と目標に対する自己評価シート 

 
年度 令和６年度 

 
前期（中間見直し） 

実施内容 
・虐待高齢者モニタリング会議 2 回 

・虐待受理会議 2 回 

・高齢者福祉サービスパンフレットへ掲載（高齢者虐待、成年後見制度） 

・成年後見制度の町長申立案件の相談 2 件 

・成年後見町長申立て 1 件 

自己評価結果 
・成年後見申立ての相談があった件については、親族に連絡を試みながら様々なサービス

の検討を行い対応に努めた。 

課題と対応策 
・身寄りがない・経済的虐待疑い等で、成年後見町長申立ての相談件数が増加している。

親族を調査し手紙を送付することで対応してくれた場合もあったため、まずは親族から

対応いただけないかアプローチしていきたい。 

・成年後見町長申立てについて件数を重ねてきたため、書類のそろえ方や時間がかかる書

類等目途がつくようになってきた。また、幸い申立てからあまり期間を置かず後見人等

が選任されている。選任後の後見人等と本人の顔合わせについても段取り等わかってき

たため、申立後も含めたマニュアル整備を行いたい。 

 
後期（実績評価） 

実施内容 
・虐待高齢者モニタリング会議 2 回 

・虐待受理会議 2 回 

・山形新聞地域見守り活動に関する連絡会議出席 10/9 

・高齢者見守りネットワーク連絡会議全体会議の開催 11/12 

・（包括主催）権利擁護研修会 11/14 18 人参加 

・広報への記事掲載（成年後見制度 R7.2、高齢者虐待 R7.3） 

・成年後見制度の町長申立案件の相談 1 件 

・成年後見町長申立て 5 件 

自己評価結果 
・令和 6年度虐待受理会議をしたうち 3件は警察署からの通報であった。警察署からの通

報の場合は、なるべく警察署の聞き取りに同席させてもらい、養護者及び高齢者に複数

回同じことを聞くことがないよう努めた。 
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・令和 5年度末に相談があったものが申立てでき、後見人等も決定している。今後も関係

者と連携しながら速やかに申立てにつなげられるようにしたい。 

・高齢者見守りネットワーク連絡会議全体会議では、例年の虐待件数等の報告をするとと

もに、令和 6年度は件数が増加している身寄りのない人や経済的虐待による成年後見町

長申立ての相談件数・申立て件数等を共有した。今後も認知症の人、高齢者のみの世帯

や身寄りのない人が増加していくことが予想されるため、見守りの強化として社会参加

を促して社会とのつながりを保つこと、身寄りがない人への対応をそれぞれの機関で検

討する必要も出てくることを説明した。今後は繰り返し機会を見て説明していく必要が

あると思われる。 

課題と対応策 
・市民後見人の養成が必要だが、国で決められたカリキュラムがあり今年度県で実施した

市民後見人養成研修は計 9日間というボリュームのある内容であった。一自治体で進め

るにはハードルが高いと感じ、どのように進めるべきか検討している。 

・高齢者見守りネットワーク連絡会議全体会議の出席者を見ると、警察・消防が入った会

議体となっているため、もう少しうまく意見交換することで課題解決につながるものも

あるのではないかと感じた。今後も実施内容を充実させていきたい。 

 

 



取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 

タイトル ６．高齢者の安全安心な暮らしの支援（市町村特別給付事業） 

 

現状と課題 

おむつ支給事業は、在宅の寝たきり高齢者等に対し、おむつ購入に際して助成券を支給

することにより世帯の経済的負担を軽減し、在宅福祉の向上を図ることを目的とした事業

です。第８期計画期間中の支給事業の利用者数及び事業費ともに横ばいで推移しておりま

す。 

高齢者外出支援事業は、在宅で寝たきり又は歩行困難な高齢者に対し、福祉車両タクシ

ーを活用した医療受診等の外出支援サービスを提供することにより、福祉の充実を図るこ

とを目的とした事業です。第８期計画期間中の登録者数は減少しておりますが、事業費は

増額しています。かかりつけ医の変更や緊急の疾病により遠方の医療機関に通院、入退院

になることなど、地理的要因の影響も考えられます。 

第 9期における具体的な取組 

① おむつ支給事業 

在宅の寝たきり又は認知症により常時失禁の方へ支給券を交付し、経済的負担の軽減

を図ります。 

② 高齢者外出支援事業 

在宅の寝たきり又は歩行困難な方へ給付券を交付し、福祉車両タクシーによる医療機

関への移動を支援します。 

目標（事業内容、指標等） 

① おむつ支給事業 

 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

事業費 6,105,080 円 6,300,000 円 6,500,000 円 

実人数 140 人 145 人 150 人 

利用延人数 1,150 人 1,200 人 1,250 人 

 

② 高齢者外出支援事業 

 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

事業費 1,826,640 円 1,850,000 円 1,900,000 円 

実人数 50 人 55 人 60 人 

利用延人数 300 人 310 人 320 人 
 

目標の評価方法 

 時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

 評価の方法 

・利用者実人数 

・利用者延人数 

※シートの作成にあたっては「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」（平成 30年 7月 30 日 

別紙様式１－２ 



厚生労働省老健局介護保険計画課）38ページ～を参照してください。  



取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 R6 

 

前期（中間見直し） 

実施内容 

① おむつ支給事業 

在宅の寝たきり又は認知症により常時失禁の方への支給券を交付した。 

② 高齢者外出支援事業 

在宅の寝たきり又は歩行困難な方へ給付券を交付した。 

自己評価結果   

① おむつ支給事業 

令和 6年 9月末現在 利用者実人数 95 人 

令和 6年 4～9月分支給 利用者延べ人数 507 人 

② 高齢者外出支援事業 

令和 6年 9月末現在 利用者実人数 29 人 

令和 6年 4～9月分支給 利用者延べ人数 73 人 

課題と対応策 

市町村特別給付事業は、在宅生活を支えるうえで必要な事業であることから、今後も継

続していきます。 

 

後期（実績評価） 

実施内容 

① おむつ支給事業 

在宅の寝たきり又は認知症により常時失禁の方へ支給券を交付した。次年度より、認

知症以外の疾病を原因とした常時失禁の場合も支給対象とするため、要綱を改正し

た。 

② 高齢者外出支援事業 

在宅の寝たきり又は歩行困難な方へ給付券を交付した。また、実際の運用に合わせ、

要綱を改正した。 

自己評価結果   

① おむつ支給事業 

令和 7年 3月末現在 利用者実人数 97 人 

令和 6年 10 月～令和 7年 3月分支給 利用者延べ人数 514 人 

② 高齢者外出支援事業 

令和 7年 3月末現在 利用者実人数 26 人 

令和 6年 10 月～令和 7年 3月分支給 利用者延べ人数 50 人 

課題と対応策 

市町村特別給付事業は、在宅生活を支えるうえで必要な事業です。障害福祉のおむつ支

給・移動支援や免許返納支援事業と情報共有を行いながら、今後も継続していきます。 

※シートの作成にあたっては「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」（平成 30年 7月 30 日 

厚生労働省老健局介護保険計画課）38ページ～を参照してください。 

別紙様式１－３ 



取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

 

タイトル ６．高齢者の安全安心な暮らしの支援（災害や感染症に対する備えの検討） 

 

現状と課題 

本町では、地域防災計画を策定しており、同計画に登録された災害指定区域内に設置さ

れた介護事業所等はなく、各事業所においては避難確保計画をすでに作成している状況に

あります。一方で、災害及び感染症対策にかかる計画等の策定や訓練の実施、必要な物資

の備蓄、設備等の整備など、平時から備えている必要があります。 

また、介護サービスは、利用者やその家族の生活のために欠かせないものであり、災害

や感染症の発生時においてもサービス提供の継続が求められます。このため、日頃から関

係機関や介護事業所等と連携し、災害や感染症への対策の充実を図る必要があります。 

さらに、地域防災計画に定められている要配慮者の安全確保計画及び避難行動要支援者

避難支援プランに基づき、在宅の要配慮者対策を推進する必要があります。 

第 9期における具体的な取組 

① 「計画」に基づく対策の推進 

② 支援・応援体制の構築 

目標（事業内容、指標等） 

① 「計画」に基づく対策の推進 

非常災害及び感染症に係る計画の実効性の確認、対策の周知啓発、研修、訓練等の取

組を支援します。 

② 支援・応援体制の構築 

・防災担当部署主導の下、関係する機関や地域住民等と連携を図り、情報の把握と共有

に努め、避難行動要支援者支援体制の確立を目指します。 

・介護事業所等における災害・感染症発生時に必要な物資についての備蓄・調達・輸送

体制等を整備、支援していきます。県及び町、関係団体等が連携した災害・感染症の

発生時における支援・応援体制の構築のための取組を推進します。 

目標の評価方法 

 時点 

☑中間見直しあり 

□実績評価のみ 

 評価の方法 

① 運営指導及び事業所訪問時、その他調査等により、各事業所等の取組状況の確認 

② 町からの情報提供及び構築状況の確認 

※シートの作成にあたっては「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」（平成 30年 7月 30 日 

厚生労働省老健局介護保険計画課）38ページ～を参照してください。  

別紙様式１－２ 



取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 R6 

 

前期（中間見直し） 

実施内容 

① 非常災害及び感染症に係る計画の実効性の確認、対策の周知啓発、研修、訓練等の確

認等 

・地域密着型サービス事業所 7 事業所（予防含む）（運営推進会議） 

② 災害・感染症発生時の支援・応援体制の構築のための情報提供等 

自己評価結果   

災害及び感染症対策に係る取組状況は、地域密着型サービス事業所が行う運営推進会議

にて、避難訓練等の実施及び内容を確認した。 

令和 6年 7月には、町内介護事業所の施設長・管理者等を対象とした情報交換会を開催

し、新型コロナウイルスに係る各事業所の取組状況等の意見交換等を行った。 

課題と対応策 

業務継続計画については、これまでの対策等を踏まえより実効性のある内容の見直し

と、従事者への周知、研修及び避難訓練を実施するよう指導していく。 

7 月の大雨災害では、介護保険施設等には大きな施設被害はなかったが、入所棟で施設

の構造による原因で一部水没するなどの被害があったところもあった。要配慮者の福祉避

難所への受け入れに体制については、今回の経過を踏まえ、関係部署、機関等と協議する

必要がある。 

 

後期（実績評価） 

実施内容 

① 非常災害及び感染症に係る計画の実効性の確認、対策の周知啓発、研修、訓練等の確

認等 

・運営指導 1 事業所 

・地域密着型サービス事業所 7 事業所（予防含む）（運営推進会議） 

② 災害・感染症発生時の支援・応援体制の構築のための情報提供等 

自己評価結果   

災害及び感染症対策に係る取組状況は、地域密着型サービス事業所が行う運営推進会議

にて、避難訓練等の実施及び内容を確認した。また、運営指導では、業務継続計画やマニ

ュアルの確認、従事者に対する研修、訓練状況等を確認した。今年度指導を行った事業所

は法人全体で業務継続計画を策定していたが、事業所従業者が感染した場合について、事

業所の対応を検討するよう促した。 

課題と対応策 

業務継続計画については、これまでの対策等を踏まえより実効性のある内容の見直し

と、従事者への周知、研修及び避難訓練を実施するよう指導していく。 

 

※シートの作成にあたっては「介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き」（平成 30年 7月 30 日 

厚生労働省老健局介護保険計画課）38ページ～を参照してください。 

別紙様式１－３ 


